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今年８月に設立 50 周年を迎える ASEAN は，東アジアで最も深化した経済統合である。2015 年 12 月
31 日には遂に AEC を創設し，更に 2025 年に向けて AEC を深化させようとしている。また ASEAN は，
東アジアの地域協力と FTA においても中心となってきた。そして世界金融危機後の構造変化の中で TPP が
ASEAN と東アジア経済統合に大きな影響を与え，2011 年からは ASEAN が RCEP を推進している。
2015 年 10 月には TPP が大筋合意され，2016 年 2 月に署名された。TPP の発効が，更に ASEAN と東
アジアの経済統合に大きな影響を与えると考えられた。

しかしながら 2016 年 11 月のトランプ氏のアメリカ大統領選挙当選は，ASEAN と東アジアに大きな衝
撃を与えた。トランプ大統領就任とアメリカの TPP 離脱は，ASEAN と東アジアの経済統合に大きな負の影
響を与える。また ASEAN 各国にも大きな負の影響を与えるであろう。TPP が進まない現在の状況の中で，
ASEAN と RCEP は更に重要となる。
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トランプショックと
ASEAN経済統合
：アメリカTPP離脱のインパクト

はじめに

今年８月８日に ASEAN は設立 50 周年を迎
える。1967 年に設立された ASEAN は，東ア
ジアで最も深化した経済統合である。1976 年
か ら 域 内 経 済 協 力 を 進 め，1992 年 か ら は
ASEAN 自由貿易地域（AFTA）の実現を目指
し，2003 年からは ASEAN 経済共同体（AEC）
の実現を目指してきた。2015 年 12 月 31 日に
は遂に AEC を創設し，更に新たな AEC の目
標（「AEC2025」）に向けて経済統合を深化させ
ようとしている。

ASEAN は，東アジアの地域協力と FTA に
おいても，中心となってきた。アジア経済危機
後の ASEAN＋３や ASEAN＋６などの重層的
な協力において，その中心は ASEAN であっ
た。また ASEAN を軸とした ASEAN＋１の
FTA が確立されてきた。

そして 2008 年からの世界金融危機後の構造
変化の中で，環太平洋経済連携協定（TPP）が
大きな意味を持ち始め，ASEAN と東アジアの
経済統合の実現に大きな影響を与えてきた。
2011 年 に は 東 ア ジ ア 地 域 包 括 的 経 済 連 携

（RCEP）が ASEAN によって提案された。2015
年 10 月には TPP が大筋合意され，2016 年２
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月 に は 署 名 さ れ た。TPP の 発 効 が， 更 に
ASEAN と東アジアの経済統合に大きな影響を
与えると考えられた。

しかしながら，2016 年 11 月８日のトランプ
氏のアメリカ大統領選挙当選は，ASEAN と東
アジアに大きな衝撃を与えた。2017 年１月 20
日には実際にトランプ氏がアメリカ大統領に就
任し，1 月 23 日には TPP からの離脱に関する
大統領令に署名した。アメリカの TPP 離脱は，
ASEAN 経済統合と ASEAN 各国にも大きな
負の影響を与える。またトランプ大統領の保護
主義的通商政策が世界の貿易体制に負の影響を
与え，それが ASEAN の経済発展を阻害する
可能性もある。

本稿では，トランプショックと ASEAN 経
済統合について，アメリカの TPP 離脱の影響
を中心に考察する。筆者は世界経済の構造変化
の下での ASEAN の経済統合を長期的に研究
してきている。本稿ではそれらの研究の延長
に，AEC に至る ASEAN 経済統合の展開を振
り返るとともに，トランプ大統領当選と就任が
ASEAN 経済統合と ASEAN 各国にどのよう
な影響を与えるかを考察したい。

Ⅰ　ASEAN経済統合の展開とAEC

東アジアでは，ASEAN が域内経済協力・経
済統合の嚆矢であった。1967 年に設立された
ASEAN は，当初の政治協力に加え，1976 年
の第１回首脳会議と「ASEAN 協和宣言」によ
り域内経済協力を開始した。1976 年からの域
内経済協力は，外資に対する制限のうえに企図
された「集団的輸入代替重化学工業化戦略」に
よるものであったが挫折に終わり，1987 年の
第３回首脳会議を転換点として，1985 年９月

のプラザ合意を契機とする世界経済の構造変化
をもとに，「集団的外資依存輸出指向型工業化
戦略」へと転換した １）。

1991 年から生じた ASEAN を取り巻く政治
経済構造の歴史的諸変化，すなわちアジア冷戦
構造の変化，中国の改革・開放に基づく急速な
成長と対内直接投資の急増等から，更に域内経
済協力の深化と拡大が進められ，1992 年から
は ASEAN 自由貿易地域（AFTA）が推進され
てきた。そして冷戦構造の変化を契機に，1995
年にはベトナムが，1997 年にはラオスとミャ
ンマーが，1999 年にはカンボジアが加盟した。
その後 1997 年のアジア経済危機以降の構造変
化のもとで，ASEAN にとっては，更に協力・
統合の深化が目標とされた。

2003 年 10 月の第９回首脳会議における「第
２ ASEAN 協和宣言」は，ASEAN 経済共同体

（AEC）の実現を打ち出した。AEC は，2020
年までに物品（財）･ サービス・投資・熟練労
働力の自由な移動に特徴付けられる単一市場・
生産基地を構築する構想であった ２）。2007 年
１月の第 12 回 ASEAN 首脳会議では，ASEAN
共同体創設を５年前倒しして 2015 年とするこ
とが宣言され，2007 年 11 月の第 13 回首脳会
議では，AEC の 2015 年までのロードマップで
ある「AEC ブループリント」が発出された。2010
年 1 月には先行加盟６カ国で関税が撤廃され
AFTA が完成した。先行 6 カ国では品目ベー
スで 99.65％の関税が撤廃された。こうして
ASEAN では，AFTA を核として，AEC の実
現に着実に向かってきた。

ASEAN は，東アジアの地域経済協力におい
ても，中心となってきた（図１参照）。東アジ
アではアジア経済危機への対策を契機に，
ASEAN＋３や ASEAN＋６などの地域経済協
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力が重層的・多層的に展開しており，その中心
は ASEAN であった。また ASEAN 日本包括
的経済連携協定（AJCEP）や ASEAN 中国自由
貿易地域（ACFTA）などの 5 つの ASEAN＋１
のFTAが，ASEANを軸として確立されてきた。

Ⅱ　�世界金融危機後の変化と
TPP・RCEP

１．世界金融危機後の変化とTPP
2008 年の世界金融危機後の構造変化は，

ASEAN と東アジアに大きな転換を迫ってき
た。ASEAN にとっては，AEC の実現が一層
求められてきた。ASEAN と東アジアは，他の

図1　ASEANを中心とする東アジアの地域協力枠組みとＴＰＰ

（出所）筆者作成。
（注）（　）は自由貿易地域（構想を含む）である。
ASEAN：東南アジア諸国連合，AFTA：ASEAN 自由貿易地域，
EAFTA：東アジア自由貿易地域，EAS：東アジア首脳会議，
CEPEA：東アジア包括的経済連携，RCEP：東アジア地域包括的経済連携，
APEC：アジア太平洋経済協力，FTAAP：アジア太平洋自由貿易圏，
TPP：環太平洋経済連携協定。
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地域に比較して世界金融危機からいち早く回復
し，現在の世界経済における主要な生産基地と
中間財市場とともに，主要な最終消費財市場に
なってきた。一方，世界金融危機後のアメリカ
においては，過剰消費と金融的蓄積に基づく内
需型成長の転換が迫られ，輸出が重要な成長の
手段とされた。その主要な輸出目標は成長を続
ける東アジアであり，オバマ大統領は 2010 年
１月に輸出倍増計画を打ち出し，アジア太平洋
にまたがる TPP へ参加した。

TPP は，2006 年に P4 として発効した当初
はブルネイ，チリ，ニュージーランド，シンガ
ポールの４カ国による FTA にすぎなかった
が，アメリカ，オーストラリア，ペルー，ベト
ナムも加わり大きな意味を持つようになった。
2010 年３月に８カ国で交渉が開始され，10 月
にはマレーシアも交渉に加わった（図１参照）。

TPP がアメリカをも加えて確立しつつある
中で，それまで日中が対立して停滞していた，
東アジア全体の FTA も推進されることとなっ
た。2011 年８月の ASEAN＋６経済閣僚会議
において，日本と中国は，日本が推していた東
アジア包括的経済連携（CEPEA）と中国が推し
ていた東アジア自由貿易地域（EAFTA）を，
区別なく進めることを共同提案したのである。
それは，ASEAN が東アジア地域包括的経済連
携（RCEP）を提案する契機となった。

2．�ASEAN による RCEP の提案と日本の
TPP参加

2011 年 11 月 12－13 日のハワイでの APEC
首脳会議の際に，TPP に既に参加している９
カ国は TPP の大枠合意を結んだ。APEC に合
わせて，日本は TPP 交渉参加へ向けて関係国
と協議に入ることを表明した。カナダとメキシ

コも参加を表明し，TPP は東アジアとアジア
太平洋の経済統合に大きな影響を与え始めた。

11 月 17 日の ASEAN 首脳会議では，ASEAN
が，これまでの CEPEAとEAFTA，ASEAN＋１
の FTA の延長に，ASEAN を中心とする新た
な東アジアの FTA である RCEP を提案した。
2012 年８月には第１回の ASEAN＋FTA パー
トナーズ大臣会合が開催され，ASEAN10 カ国
並びに ASEAN の FTA パートナーである６カ
国の計 16 カ国が RCEP を推進することに合意
した。同時に RCEP 交渉の目的と原則を示し
た「RCEP 交渉の基本指針及び目的」をまとめ
た。2012 年 11 月には RCEP 交渉立上げ式が開
催され，「RCEP 交渉の基本指針及び目的」を
承認した。RCEP はこうして，急速に交渉へ動
きだした。

2013 年３月 15 日には日本が TPP 交渉参加
を正式に表明し，東アジアの経済統合と FTA
に更にインパクトを与えた。それまで停滞して
いた FTA 交渉が動き出し，３月には日中韓
FTA へ向けた第１回交渉がソウルで開催され，
５月には RCEP 第 1 回交渉が行われた。７月
には第 18 回 TPP 交渉会合において日本が
TPP 交渉に正式参加し，更にインパクトを与
えた。

こうして世界金融危機後の変化は，ASEAN
と東アジアの経済統合の実現を追い立てること
となった。世界金融危機後のアメリカの状況の
変化は，対東アジア輸出の促進とともに，東ア
ジア各国の TPP への参加を促した。更にアメ
リカを含めた TPP 構築の動きは，日本の TPP
への接近につながり，AEC と東アジアの経済
統合を加速させることとなった。

ただしその後 TPP 交渉会合が何回も開催さ
れたが，2013 年においても 2014 年においても，
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交渉妥結には至らなかった。TPP 交渉主要国
である日米協議においては，日本は農産物の市
場開放に，アメリカは自動車の市場開放に応じ
なかったからである。また競争，知的財産権な
どに関してはマレーシアやベトナムがアメリカ
と対立していた。しかしその後の日米協議の進
展と 2015 年６月のアメリカの貿易促進権限

（TPA）法案の可決は，TPP妥結への道を開いた。

Ⅲ　TPP大筋合意とAEC創設

１．TPP大筋合意
2015 年 10 月５日には，アメリカのアトラン

タで開催された TPP 閣僚会議において，遂に
TPP 協定が大筋合意された。2010 年３月に８
カ国で交渉開始してから約５年半での合意で
あった。そして 2016 年２月４日には，TPP 協
定がニュージーランドのオークランドにおいて
署名された。

TPP は日本とアメリカを含めたアジア太平
洋のメガ FTA であり，高い貿易自由化レベル
を有することと，新たな通商ルールを含むこと
が特徴である。貿易の自由化率に関しては，
TPP 参加の 12 カ国平均で工業品では 99.9％，
農林水産品では 97.1％が関税撤廃されて，物品
貿易が自由化される。また TPP は，従来の物
品の貿易だけではなく，サービス貿易，投資，
電子商取引，政府調達，国有企業，知的財産，
労働，環境における新たなルール化を含んでい
る ３）。

TPP 協定は，第１章「冒頭の規定及び一般的
定義」から第 30 章「最終規定」まで全 30 章か
ら構成される ４）。いくつか ASEAN に関係す
る点を述べておくと，「原産地規則」（第３章）
では，「完全累積」を採用し，TPP 参加国で生

産された部品は，付加価値基準を満たしていな
くても全て付加価値に加算できる。AFTA の
原産地規則よりも，付加価値の加算が容易な規
則となっている。「原産地規則」では，「ヤー
ン・フォワード」ルールも規定された。「政府
調達」（第 15 章）の規定は，内国民待遇，無差
別待遇，公開入札，オフセットの禁止などが規
定されている。シンガポール以外の ASEAN 参
加国では初めての規定である。「国有企業」（第
17 章）の規定は，WTO やこれまでの FTA に
ない新たな規定であり，マレーシアやベトナム
等に影響する。TPP 大筋合意と署名は，AEC
と RCEP を大きく後押しすると考えられた。

2．AECの創設
東アジアの経済統合を牽引する ASEAN は，

着実に AEC の実現に向かい，2015 年 12 月 31
日には AEC を創設した。AEC は東アジアで
最も深化した経済統合である。

AEC では，関税の撤廃に関して，AFTA と
ともにほぼ実現を果たした。AFTA は東アジ
アの FTA の先駆であるとともに，東アジアで
自由化率の高い FTA である。先行加盟６カ国
は，2010 年１月１日にほぼすべての関税を撤
廃した。2015 年１月１日には，CLMV 諸国の
一部例外を除き，全加盟国で関税の撤廃が実現
された（尚，CLMV 諸国においては，関税品目
表の７％までは 2018 年１月１日まで撤廃が猶
予される）。ASEAN10 カ国全体での総品目数
に占める関税撤廃品目の割合は 95.99％に拡大
した。原産地規則の改良や自己証明制度の導
入，税関業務の円滑化，ASEAN シングル・ウ
インドウ（ASW），基準認証等も進められた。
更にサービス貿易の自由化，投資や資本の移動
の自由化，熟練労働者の移動の自由化も徐々に
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進められている。また輸送プロジェクトやエネ
ルギープロジェクト，知的財産権，経済格差の
是正等多くの取り組みもなされてきている ５）。

無論，ASEAN は，各国の政治の不安定，発
展格差，南シナ海問題とそれにも関連する各国
の中国との関係の違いなどの統合への遠心力を
抱えている。しかしながら，グローバル化を続
ける現代世界経済の変化に合わせて着実に
AEC の実現に向かい，更には世界の成長地域
である東アジアにおいて経済統合を牽引してい
る ASEAN の例は，現代の経済統合の最重要
な例の一つと言える。

2015 年 11 月の首脳会議では，新たな AEC
の目標（「AEC ブループリント 2025」）を打ち
だし，2025 年に向けて，更に AEC を深化させ
ようとしている。「AEC ブループリント 2025」
は，「A．高度に統合され結合した経済」，「B．
競争力のある革新的でダイナミックなASEAN」，

「C．連結性強化と分野別統合」，「D．強靭で包
括的，人間本位・人間中心の ASEAN」，「E．
グローバル ASEAN」の５つの柱を示した ６）。

「AEC ブループリント 2025」は，これまで達成
してきた関税撤廃等の成果の延長に，未達成の
部分を達成して統合を深化させる現実的路線と
言えるが，今後，更に統合の加速を迫られ，新
たな目標を追加，あるいは達成時期を前倒しす
る可能性がある。

Ⅳ　�トランプショックとASEAN経済
統合

１．トランプ氏の大統領当選とTPP離脱
TPP 大筋合意と署名が，更に ASEAN と東

アジアの経済統合を進めると考えられたが，
2016 年 11 月８日にはアメリカの大統領選でト

ランプ氏が当選し，大きな衝撃を与えた。トラ
ンプ氏は大統領選以前から，大統領就任の際に
は TPP から離脱することを明言しており，ト
ランプ氏の当選と大統領就任は，ASEAN 経済
統合にも大きな負の影響を与えることが予想さ
れた。

2017 年１月 20 日には実際にトランプ氏がア
メリカ大統領に就任し，就任演説直後にホワイ
トハウスのホームページで TPP からの離脱を
発表した。１月 23 日には，ホワイトハウスで
TPP からの離脱に関する大統領令に署名した。
こうしてアメリカの TPP からの離脱が現実の
ものとなってきた。また NAFTA 再交渉や，
多国間ではなく２国間の貿易交渉を目指し，ト
ランプ大統領は，これまで世界の自由貿易体制
を牽引してきたアメリカの通商政策を逆転させ
てきている。

２．�TPPの ASEAN経済統合への影響：
トランプ氏当選以前の状況

TPP の行方は，ASEAN と東アジアの経済
統合にも大きく影響する。TPP の ASEAN 経
済統合への影響をより詳しく考えてみよう。先
ずトランプ氏当選以前の状況を見ておこう。

第１に，TPP は ASEAN 経済統合を加速し，
追い立ててきた。たとえば TPP 確立への動き
とともに，2010 年 11 月には「ASEAN 連結性
マスタープラン」も出された。TPP 交渉の進展
に追い立てられながら，ASEAN の経済統合は
2015 年末の AEC 実現へ向けて着実に進められ
てきた。TPP の大筋合意と署名は，更に AEC
の深化を促してきた。ASEAN では，2015 年
末には AEC が創設された。また 2015 年 11 月
には2025年へ向けてのAECの目標（AEC2025）
が打ち出された。ASEAN にとっては自身の統
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合の深化が不可欠であり，AEC の深化が必須
であった。

第２に，TPP が，RCEP という東アジアの
広域の経済統合の実現を追い立て，RCEP が更
に ASEAN の統合を追い立ててきた。ASEAN
にとっては，常に広域枠組みに埋没してしまう
危険がある。それゆえに，自らの経済統合を他
に先駆けて進めなければならなかった。そして
同時に東アジアの地域協力枠組みにおいてイニ
シアチブを確保しなければならなかった。

ASEAN においては，域内経済協力が，その
政策的特徴ゆえに東アジアを含めより広域の経
済協力を求めてきた ７）。ASEAN 域内経済協
力においては，発展のための資本の確保・市場
の確保が常に不可欠であり，同時に，自らの協
力・統合のための域外からの資金確保も肝要で
ある。すなわち 1987 年からの集団的外資依存
輸出指向工業化の側面を有している。そしてこ
れらの要因から，東アジア地域協力を含めた広
域な制度の整備や FTA の整備は不可避であ
る。しかし同時に，協力枠組みのより広域な制
度化は，常に自らの存在を脅かす。それゆえ
に，東アジア地域協力の構築におけるイニシア
チブの確保と自らの協力・統合の深化が求めら
れるのである。

現在までは，ASEAN は，AFTA を達成し
AEC を打ち出して自らの経済統合を他に先駆
けて進めることと，東アジアの地域協力枠組み
においてイニシアチブを確保することで，東ア
ジアの広域枠組みへの埋没を免れ，東アジアの
経済統合をリードしてきた。1989 年からの
APEC の制度化の際にも，埋没の危惧はあっ
た。しかしその後の APEC の貿易自由化の停
滞により，また AFTA をはじめとする自らの
協力の深化によって，それを払拭してきた。

1990 年代後半からの ASEAN＋３や ASEAN
＋６の制度化という東アジアの地域協力の構築
の際には，それらの地域協力において ASEAN
が中心であること，ASEAN が運転席に座るこ
とを認めさせてきた。たとえば 2005 年からの
東アジア首脳会議（EAS）においては，ASEAN
が中心であるための 3 つの参加条件を付けるこ
とができた。すなわち，ASEAN 対話国，東南
アジア友好協力条約（TAC）加盟，ASEAN と
の実質的な関係の３つの条件であった。

TPP 確立への動きは，2011 年の ASEAN に
よる RCEP の提案をもたらし，これまで進展
のなかった東アジアの広域 FTA の実現にも，
大きな影響を与えた。ASEAN にとっては，東
アジアの FTA の枠組みは， 従来のように
ASEAN＋１の FTA が主要国との間に複数存
在し，他の主要国は相互の FTA を結んでいな
い状態が理想であった。しかし，TPP 確立の
動きとともに，日本と中国により東アジアの広
域 FTA が進められる状況の中で，ASEAN の
中心性（セントラリティー）を確保しながら東
アジア FTA を推進するというセカンドベスト
を追及することとなったと言えよう。そしてこ
の RCEP 構築の動きも，ASEAN 経済統合の
深化を迫った。

第３に，TPP の規定が ASEAN 経済統合を
更に深化させる可能性もあった。たとえばマ
レーシアやベトナムの政府調達や国有企業の例
などである。現在，2015 年創設の AEC におい
ては，政府調達の自由化は対象外であるが，マ
レーシアやベトナムは TPP で政府調達の自由
化を求められており，TPP の自由化が AEC に
おける政府調達の自由化を促進する可能性があ
る ８）。原産地規則，原産地証明，通関手続き
等に関する TPP の規則が，今後，AEC に影響
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する可能性も考えられた。

３．�TPPの ASEAN経済統合への影響：
トランプ氏就任以後の状況

しかし 2016 年 11 月のトランプ氏の大統領選
挙当選後には，大きく状況が変化してしまっ
た。アメリカが TPP から離脱し，TPP が発効
できずに頓挫してしまう可能性が生まれてき
た。その場合には，これまで述べてきたプラス
の影響は，得られない。

ASEAN 経済統合に与える影響では，第１
に，ASEAN 経済統合を追い立てる力が弱くな
るであろう。2015 年に打ち出された「AEC ブ
ループリント 2025」に新たな目標を追加する，
あるいは目標の達成時期を 2025 年から前倒し
して，AEC の深化を追い立てる力は弱くなる
であろう。

第２に，TPP が RCEP 交渉を促す力が弱く
なり，RCEP が AEC を追い立てる力も弱くな
る。TPP 確立への動きが，EAFTA，CEPEA，
ASEAN＋1 の FTA 網 の 延 長 に，ASEAN に
よる RCEP の提案をもたらし，これまで進展
のなかった東アジアの広域 FTA の実現にも，
大きな影響を与えたが，起点の TPP が停滞す
ることにより，RCEP 交渉の進展も停滞する可
能性がある。ASEAN は RCEP を推進してい
るが，TPP の頓挫は，東アジア各国が RCEP
を推進する圧力を減じるであろう。更に，RCEP
を質の高い FTA とする圧力を減じてしまうで
あろう。これらは，日本にとっても大きなマイ
ナスとなるであろう。

第３に，TPP の幾つかの規定が AEC を深化
させる可能性は低くなる。たとえばマレーシア
やベトナムが TPP で政府調達や国有企業の自
由化を求められ，TPP の自由化が AEC におけ

るそれらの自由化を促進する可能性は低くな
る。他の原産地規則，原産地証明，通関手続き
等に関する TPP の規則が，AEC に影響する可
能性も低くなるであろう。

Ⅴ　�トランプショックとASEAN各国：
トランプ氏当選以前と以後の状況

１．�TPP 参加国への影響：マレーシアとベ
トナムの例

TPP は，ブルネイ，シンガポール，マレー
シア，ベトナムの ASEAN 参加各国に対して
も大きな影響を与える。参加各国は，TPP に
より自国市場の開放を迫られるが，自由貿易の
利益や対アメリカ輸出が促進される大きな利益
が予想された。対アメリカ輸出は，ASEAN 各
国にとって依然大きい。そしてシンガポール以
外の ASEAN 諸国にとっては，TPP はアメリ
カとの FTA 締結となる。また TPP 参加は，
TPP 参加国のサプライチェーンに入ることを
意味する。それによる直接投資の増加も考えら
れた。参加各国の中では，ベトナムとマレーシ
アが最も TPP によって GDP を押し上げられ
ると予想された ９）。しかし，トランプ氏当選
後には，以上の多くのプラスの効果は，逆にな
る可能性が高くなった。以下，マレーシアとベ
トナムの例を見てみよう。

マレーシアにとっては，アメリカの交渉参加
が TPP への交渉参加を後押ししたと考えられ
た 10）。TPP への参加はアメリカとの FTA 締
結を意味し，アメリカ向け輸出や TPP 参加国
向け輸出が増加すると予想された。更に TPP
参加国のサプライチェーン網に入ることによっ
て，自国への投資の増加も期待された。原産地
規則の「完全累積」のルールが，更に投資を増
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す可能性も予想された。また対外投資において
もプラスとなると考えられた。ただし，政府調
達の点が問題になると考えられたが，大筋合意
によって明らかになった内容では，政府調達等
においてマレーシアの要求が一定程度達成さ
れ，ブミプトラ政策も多くの面で維持された。
早くに交渉参加したメリットと言えた。

しかしながら，トランプ当選以後には，上記
の多くのプラスの効果は得られない。マレーシ
アにとっては，アメリカが離脱した場合には，
TPP を進めるメリットは小さくなってしまっ
た。

ベトナムにおいては，貿易自由化によるアメ
リカ向け輸出の拡大，とりわけ縫製品のアメリ
カ向け輸出拡大が，TPP 交渉加盟の大きな理
由であった。更に南沙諸島を巡る中国との対立
があり，安全保障に関連するアメリカとの関係
強化も，重要な要因になってきたと考えられ
る。アメリカ向け輸出は主要各国向け輸出の中
で最大で，その中でも縫製品の比率が大きい。
また TPP への参加により，TPP に参加してい
ない中国に対して，アメリカ向け縫製品輸出で
有利になることが期待された。TPP 参加国の
サプライチェーン網に入ることによって，投資
が増加することも期待された。更に TPP は発
効以前の投資にも影響を与えた。TPP 交渉中
から，TPP 発効後を見越して中国企業や台湾
企業などがベトナムでの綿糸製造等へ多くの投
資を行ってきたのである 11）。

しかしながら，トランプ氏当選以後には，上
記の多くのプラスの効果は逆になる可能性が生
じてきた。TPP によりアメリカ向けの輸出が
拡大する可能性は低くなり，ベトナムにとって
も，アメリカが離脱した場合には，TPP を進
めるメリットは小さくなった。また綿糸製造な

どの投資が増加する可能性は低くなり，逆に
TPP 発効を見込んでベトナムに投資した企業
が撤退する可能性もある。

２．TPPが不参加各国へ与える影響
TPP は，タイ，インドネシア，フィリピンな

どの不参加各国に対しても大きな影響を与え
る。TPP が発効した場合，TPP 不参加の各国
は，対アメリカ輸出や TPP 参加国への輸出に
おいて不利になると考えられた。また TPP 参
加国のサプライチェーンにも参加できない。原
産地規則では「完全累積」が採用され，付加価
値の「累積」がより容易になったため，不参加
による不利益は一層大きくなった。各種の工程
を担う外国投資も減少する可能性がある。ある
いは，従来の生産拠点が TPP 参加国へ移転す
る可能性も出てくる。不参加各国では，以上の
理由によって，TPP 大筋合意後に参加への関
心の表明が相次いだと考えらえる。

TPP からのアメリカの離脱は，不参加各国
にとっては，これらのデメリットを回避できる
ことを意味する。たとえば，タイのソムキット
副首相は，TPP が発効した場合の輸出機会の
損失，参加した場合の国内小規模事業者へのダ
メージなどを考えて，「タイの立場としては
TPP が頓挫した方がメリットは大きいだろう」
とコメントした 12）。

しかしながら TPP が頓挫することは，ある
いはトランプ大統領によって世界経済が保護主
義的になることは，ASEAN の経済発展を阻害
し ASEAN 経済全体に大きな負の影響を与え
るであろう。これまで ASEAN 諸国は，世界
の自由な貿易体制の中で，また貿易と投資の拡
大の中で急速に発展してきたからである。
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Ⅵ　�ASEANとRCEP・TPP11への
期待

トランプ大統領就任とアメリカの TPP 離脱
は，ASEAN と東アジアの経済統合に大きな負
の影響を与える。更にトランプ大統領によって
世界経済が保護主義的になることは，ASEAN
経済全体に大きな負の影響を与えるであろう。

TPP が進まない状況の中で，ASEANとRCEP
は更に重要となる。トランプ大統領による負の
影響を受けながらも，ASEAN は AEC を深化
させていかなければならない。東アジア経済統
合における ASEAN 中心性を維持するために
も，欠かせない。ASEAN が AEC を深化し，
更に RCEP を推進することは，東アジア全体
の発展のためにも不可欠である。そしてそれ
は，ASEAN の世界経済に占める地位を向上さ
せ，ASEAN の交渉力を向上させるであろう。

RCEP は，成長を続ける東アジアのメガ FTA
である。RCEP を少しでも質の高い FTA にす
るとともに，交渉を今年中に妥結させることが
先決である。RCEP を提案し牽引しているのは
ASEAN であり，その役割は重要性を増してい
る。RCEP が妥結できるか，どのような FTA
となるかは，ASEAN と AEC に依るであろう。
今年は ASEAN 設立 50 周年である。ASEAN
のリーダーシップによって RCEP 交渉が妥結
することを期待したい。RCEP の交渉妥結が，
TPP や他のメガ FTA の存続と発展に大きく繋
がるであろう。

東アジアでは，現在，中国主導で「一帯一路」
やアジアインフラ投資銀行（AIIB）のような，
ASEAN が中心とはならない協力も進められて
いる。ASEAN がイニシアチブを握り，東アジ

アの経済統合を進める RCEP の役割は大きい。
最後に，以上のような状況の中で，日本は，

TPP，RCEP，日本 EU の EPA の３つのメガ
FTA を進め，世界全体での貿易自由化と通商
ルール化を進めなければならない。これまで世
界の貿易自由化と通商ルール化を先導していた
アメリカが逆の方向に向かいつつある中で，日
本の役割はきわめて大きい。日本が ASEAN
と連携して RCEP を進めて行くことは，更に
重要になっている。

そして日本が TPP を立て直すことが肝要で
ある。４月 19 日には，麻生副総理が，日本がア
メリカ抜きの 11 カ国での TPP 協定発効を進め
ることを明らかにした。TPP11である。TPP11
は，５月２−３日の交渉会合に続けて，５月 21
日の TPP11 カ国による閣僚会議で話し合われ
た。閣僚声明では，早期発効に向けた選択肢を
検討し，その作業を 11 月の APEC 首脳会議ま
でに終えることが述べられた。アメリカの復帰
を促す方策を検討することも述べられた。
TPP に関して各国には多くの思惑があり，マ
レーシアやベトナムは，アメリカ不在の TPP
には消極的かもしれない。しかし日本が交渉を
先導することによって，TPP11 を発効に導く
べきである。そしてアメリカを TPP に呼び戻
す努力を続けなければならない。

FTA は動態である。FTA においても，一つ
状況が変われば，次の状況が変わる。TPP が
これまでの東アジアの経済統合を進めたよう
に，TPP11 が RCEP 交渉を後押しし，また逆
に RCEP 交渉の進展が TPP11 を後押しする相
乗効果が考えられる。RCEP と TPP11 の進展
によって，更には日本と EU の EPA の進展に
よって，現在の世界の通商政策を巡る状況も変
化していくことを期待したい。
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［注］
１）ASEAN 経済統合の展開に関しては，清水（2016b），参照。
２）AEC に関しては，石川・清水・助川（2016）等を参照。
３）TPP の各項目に関しては，馬田・浦田・木村（2016）の各

章を参照されたい。
４）TPP 協定に関しては，“Text of the Trans-Pacific Part-
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９）Petri, Plummer and Fan（2012）， Petri and Plummer
（2016）。
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（2016）や『通商弘報』（ジェトロ）等も参照。

11）たとえば，2014 年の中国のベトナムへの投資では，主な案
件は，天虹紡績集団（テクスホン）による北部クアンニン省
での繊維・縫製品製造，同集団による同省ハイハー工業団地
造成，百隆東方による南部タイニン省での綿糸製造といった
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